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個 別 注 記 表 

 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成 18 年

2 月 7 日法務省令第 13 号）の規定の他、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年

内閣府令第 52 号）｢有価証券関連業経理の統一に関する規則｣（昭和 49 年 11 月 14 日付日本

証券業協会自主規制規則）及び「商品先物取引業統一経理基準」（平成 5 年 3 月 3 日付社団法

人日本商品取引員協会理事会決定）に準拠して作成しております。 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 有価証券及びデリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

イ．トレーディング商品に属する有価証券等 

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引については、時価

法を採用しております。 

ロ．トレーディング商品に属さない有価証券等 

その他有価証券 

ａ．市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

ｂ．市場価格のない株式等   

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) 固定資産の減価償却方法 

有形固定資産・・・・定額法を採用しております。ただし、平成 19 年 3 月 31 日以前に

取得した有形固定資産については、旧定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産・・・・自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用期間

（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 退職給付引当金の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額から中小企業退

職金共済制度からの給付相当額を控除した金額を計上しております。 

② 貸倒引当金の計上基準 

債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権については個別の回収可能性を検討のうえ、回収不能見込額を計上しております。 

(4) 特別法上の準備金の計上基準 

① 金融商品取引責任準備金の計上基準 
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証券事故による損失に備えるため、「金融商品取引法」第 46 条の 5 の規定に基づ

き、「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 175 条に定めるところにより、算出さ

れた額を計上しております。 

② 商品取引責任準備金の計上基準 

商品事故による損失に備えるため、「商品先物取引法」第 221 条の規定に基づき、 

「商品先物取引法施行規則」第 111 条に定めるところにより、算出された額を計上 

しております。 

(5)収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）等を適用

し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

（6）重要な会計上の見積り 

   ① 当事業年度に係る計算書類に計上した金額 

貸倒引当金 191,436 千円 

 

   ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

     貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、債務者の財政状態をもとに

債権の回収可能性を考慮して算出しております。債権の回収可能性は債務者の財政状

態の見積りに依存することから、その前提とした債務者の財政状態が悪化し、その支

払能力が低下した場合、翌事業年度の財務諸表において追加引当が必要となり、貸倒

引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額    284,974 千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 105,342 千円 

長期金銭債権 192,000 千円 

短期金銭債務 5,598 千円 
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(3) 担保に供している資産 

（単位：千円） 

担保資産の対象となる債務 担保に供している資産 

科 目 期末残高 土 地 投資有価証券 計 

短期借入金 1,100,000 130,356 1,733,413 1,863,769 

 
金融機関 
借 入 金 

800,000 130,356 613,980 744,336 

 
証券金融会社
借 入 金 

300,000 
－ 

1,119,433 1,119,433 

計 1,100,000 130,356 1,733,413 1,863,769 

 （注）１．担保に供している資産は、期末帳簿価額によるものであります。 

    ２．上記のほか、信用取引借入金の担保として、顧客より委託保証金の代用として受

入れた質権有価証券を 6,609,614 千円及び投資有価証券を 1,636,000 千円差し入

れております｡ 

３．このほかに、会員信認金として現金を 83,317 千円、取引参加者保証金として現

金を 230,000 千円及び投資有価証券を 849,084 千円、清算預託金として投資有価

証券を 1,615,713 千円、参加者基金預託金として投資有価証券を 736,519 千円、

清算参加者証拠金として投資有価証券を 1,196,325 千円、ほふりクリアリングの

担保指定証券として現金を 25,000 千円、投資有価証券を 425,155 千円差し入れ

ております。 

(4) 差し入れた有価証券の時価額 

信用取引貸証券                   5,700,514 千円 

信用取引借入金の本担保証券             14,935,789 千円 

差入保証金代用有価証券               6,609,614 千円 

その他の担保として差し入れた有価証券         8,161,126 千円 

(5) 差し入れを受けた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券             15,489,942 千円 

信用取引借証券                   5,596,472 千円 

受入保証金代用有価証券（再担保提供同意を得たもの） 21,969,669 千円 

(6) 特別法上の準備金 

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は次のとおりであります。 

金融商品取引責任準備金 

金融商品取引法第 46 条の 5 第 1 項 

商品取引責任準備金 

商品先物取引法第 221 条 
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【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

営業取引以外の取引による取引高             325,489 千円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式    1,155,000 株 

(2) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

(3) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

【税効果会計に関する注記】 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産 

減価償却資産 548 千円  

金融商品取引責任準備金 1,020,958 千円  

商品取引責任準備金 8,562 千円  

貸倒引当金 109,023 千円  

退職給付引当金 6,254 千円  

減損損失 19,379 千円  

未払事業税 81,938 千円  

その他 93,584 千円  

繰延税金資産合計 1,340,250 千円  

評価性引当額 △1,340,250 千円  

繰延税金資産合計 － 千円  

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 2,556,657 千円  

繰延税金負債合計 2,556,657 千円  

繰延税金負債の純額 2,556,657 千円  
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【金融商品に関する注記】 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、有価証券の売買、有価証券の売買の媒介、取次ぎ又は代理、有価証券の募集

及び売出しの取扱い等の業務を中核とする第一種金融商品取引業を主たる事業として

行っております。これらの事業を行うため、当社では主に自己資金によるほか、必要な

資金調達については金融機関からの借入れによっております。 

資金運用については、短期的な預金や貸付金によるほか、顧客の資金運用やリスクヘ

ッジなどのニーズに対応するための顧客との取引、及び自己の計算に基づき会社の利

益を確保するためのトレーディング業務等を行っております。 

デリバティブ取引については、ディーラーごとにマーケットリスク枠及びポジショ

ン運用枠を配分し、運用基準を設定しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する金融商品は、主に事業資金に充てるための現金・預金、法令に基づき

外部金融機関に信託する顧客分別金信託、顧客の資金運用ニーズに対応するための信

用取引貸付金、自己の計算に基づき保有する商品有価証券や投資有価証券等のほか、顧

客の資金運用に伴い受入れた預り金や受入保証金等があります。 

預金は預入先の信用リスクに、信用取引貸付金は顧客の資金運用ニーズに対応する

ための６ヶ月以内の短期貸付金で顧客の信用リスクに晒されています。 

顧客分別金信託は金融商品取引法により当社の固有の資産と分別され信託銀行に信

託されておりますが、その信託財産は信託法により保全されております。 

自己の計算に基づき保有する商品有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券等で

あり、顧客の資金運用やリスクヘッジなどのニーズに対応するための顧客との取引、及

び自己の計算に基づき会社の利益を確保するための取引等のトレーディング業務のた

め保有しているもの、純投資目的、事業推進目的で保有しているものがあり、これらは

各発行体の信用リスク、金利の変動リスク、及び市場価格の変動リスクに晒されていま

す。 

デリバティブ取引では、自己の計算に基づき会社の利益を確保するためのトレーデ

ィング業務における先物取引及び店頭外国為替証拠金取引を行っておりますが、これ

は原証券の市場価格の変動リスクに晒されています。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ．信用リスクの管理 

信用リスクの管理については、リスク管理規程等の社内規程に則して管理を行っ

ております。 

当社が保有する預金は、預入先を信用度の高い金融機関を中心に預け入れること

を基本としております。 

信用取引貸付金については、顧客管理に関する規程等の社内規則に基づき、個別与

信先の信用力等に応じて与信限度額等を設定するなどして適正なリスク管理を行う
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体制としております。 

商品有価証券及び投資有価証券については、商品業務部及び決済事務部にて株価

の把握等を適切に行うことで管理しております。 

ロ．市場リスクの管理 

市場リスクについても、リスク管理規程等の社内規程に則して管理を行っており、

株価、外国為替相場等の動向を適切に認識し、リスクの把握を行っております。 

具体的には、決済事務部において日々の市場リスク相当額を「標準的方式」を用い

て算出を行い、リスク管理部門の責任者である内部管理統括責任者及び経営陣へ報

告する体制により管理しております。 

なお、店頭外国為替証拠金取引は顧客との相対取引であるため、同数量のカバー取

引を行うまでの間、為替変動によるリスクを有しておりますので、顧客との取引に伴

う為替の持高については、適時にカウンターパーティーに対してカバー取引を行う

ことにより為替変動リスクを回避する体制を取っております。 

ハ．流動性リスクの管理 

流動性リスクについては、必要な資金確保に支障をきたすことがないよう、財務部

において日々の資金繰りの状況を的確に把握して、手元流動性を維持することで管

理を行っております。 

なお、資金繰りの状況については、財務部長より内部管理統括責任者及び経営陣へ

報告が行われる体制となっております。 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等

を採用しているため、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なることもありま

す。 
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(2) 金融商品の時価等に関する事項 

令和 8 年 6月 30 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び出資金は、次表には含めておりま

せん。（(注 2)参照）また、現金・預金、預託金、信用取引資産、短期差入保証金、支払差

金勘定、信用取引負債、預り金、受入保証金、短期借入金、受取差金勘定は、短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。なお、重要

性が乏しい金融商品については記載を省略しております。 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 

投資有価証券 8,860,646 8,860,581 △65 

満期保有目的の債券 700,000 699,935 △65 

その他有価証券 8,160,646 8,160,646 - 

資産計 8,860,646 8,860,581 △65 

 

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算

定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価 

 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

投資有価証券 

投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格、債券は割引キャッシュ・

フロー法により算定しております。 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

債券はその将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期間及び信用リスクを

加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分

類しております。 

 

(注 2) 市場価格のない株式等及び出資金 

（単位：千円） 

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式（※１） 6,180 
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出資金（※１） 2,139 

関係会社株式（※１） 50,000 

（※）市場価格のない株式等及び出資金は、金融商品の時価情報「投資有価証券」に、

含めておりません。 

（※１）非上場株式及び関係会社株式並びに出資金 

市場価格のない株式等については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第 19 号 令和 2 年 3 月 31 日）第 5 項に基づき、時価

開示の対象とはしておりません。 

 

(注 3) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

区 分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

預金 9,625,750 － － － 

預託金 20,954,461 － － － 

信用取引資産 21,476,143 － － － 

短期差入保証金 16,271,844 － － － 

支払差金勘定 835,407 － － － 

合計 69,163,608 － － － 

 

(注 4) 有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

区 分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

信用取引負債 21,680,891 － － － 

受入保証金 22,453,081 － － － 

短期借入金 1,100,000 － － － 

長期借入金 － 79,356 200,644 － 

合計 45,233,972 79,356 200,644 － 

 

(注 5) その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 種類 取得原価 
貸借対照表 
計上額 差額 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 株式 49,422 8,160,646 8,111,224 

合計  49,422 8,160,646 8,111,224 
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    （単位：千円） 

 種類 売却額 売却益の合計 売却損の合計 

当期中に売却したもの 株式 3,419,446 3,412,768 － 

合計  3,419,446 3,412,768 － 

 

(注 6) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 種類 時価 
貸借対照表 
計上額 差額 

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの 社債 699,935 700,000 △65 

合計  699,935 700,000 △65 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

(1) 子会社及び関連会社等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科目 期末残高 

子会社 
ｻｲﾊﾞｰｸｫｰﾄ 

株式会社 

所有直接 

100％ 

資金の援助 

 

経費の立替 

 

ｼｽﾃﾑ関連 

業務の委託 

 

従業員の 

出向 

 

役員の兼任 

資金の貸付 － 
長期 

貸付金 
192,000 

経費の立替 － 立替金 1,880 

利息の受取 2,361 未収入金 194 

ｼｽﾃﾑ利用料

及び保守料 
261,335 未払金 5,598 

従業員出向

料等 
57,842 未収入金 97,755 

不動産費等 3,469 未収入金 5,468 

業務受託収

入 
480 未収収益 44 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決 

  定しております。 
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(注 2) ｻｲﾊﾞｰｸｫｰﾄ株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済 

  条件は期間 5 年、最終弁済日の返済としております。但し、借主との協議の上、繰上返済するこ

とも可能としております。なお、担保は受入れておりません。 

 

(2) 役員及び個人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等
の所有
（被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社の

役員及び

近親者が

議決権の

過半数を

有してい

る会社等

の子会社 

ﾌｨﾘｯﾌﾟﾉﾊﾞﾌﾟ
ﾗｲﾍﾞｰﾄﾘﾐﾃｯ
ﾄﾞ 

なし 

カバー取引の

相手先 

保証金の 
差入

（注） 
375,000 

短期差入 

保証金 
443,875 

保証金の 
返戻

（注） 
612,174 

先物取引の

相手先 

証拠金の 
受入

（注） 
35,860,745 

受入 

保証金 
3,729,010 

証拠金の 
返戻

（注） 
56,982,268 

手数料の 
受入 

104,888 未収収益 2,160 

ﾌｨﾘｯﾌﾟｾｷｭﾘﾃ
ｨｰｽﾞﾌﾟﾗｲﾍﾞｰ
ﾄﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

なし 

外国株 

証券取引の

相手先 

預託金の 
差入

（注） 
2,079,995 

預託金 611,542 
預託金の 
返戻

（注） 
2,773,800 

日本株 

証券取引の 

相手先 

預り金の 
受入

（注） 
－ 

預り金 219,055 
預り金の 
返戻（注） 

－ 

手数料の 
受入 

37,279 未収収益 － 

ﾌｨﾘｯﾌﾟｾｷｭﾘ
ﾃｨｰｽﾞ
(HongKong)ﾘ
ﾐﾃｯﾄﾞ 

なし 

外国株 

証券取引の

相手先 

預託金の 
差入（注） 

－ 

預託金 40,935 
預託金の 
返戻（注） 

－ 

日本株 

証券取引の 

相手先 

預り金の 
受入（注） 

18,049,909 

預り金 1,718,291 
預り金の 
返戻（注） 

12,100,000 

手数料の 
受入 

50,725 未収収益 － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）未実現損益を加味し、適正な水準の保証金を差し入れています。 
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【１株当たり情報に関する注記】 

(1) １株当たり純資産額            10,154 円 46 銭 

(2) １株当たり当期純利益             135 円 71 銭 

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。 

 

【退職給付に関する注記】 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は退職金規程に基づく退職一時金制度を採用し、退職一時金の一部を中小企業退

職金共済制度から支給する制度であります。退職給付債務の算定については、期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。 

 

 

(2) 確定給付制度 

    ① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金               23,126 千円  

退職給付費用                              1,212 千円  

退職給付の支払額                         △3,284 千円  

制度への拠出額                    △1,212 千円  

期末における退職給付引当金               19,841 千円  

 

   ② 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された前払年金資産及び退職給付引

当金の調整表 

積立型制度の退職給付債務                 56,974 千円  

年金資産                                  △37,133 千円  

                                         19,841 千円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     19,841 千円 

退職給付引当金                              19,841 千円  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額     19,841 千円  

 

③ 退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用                 1,212 千円  

 

【収益認識に関する注記】 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日）及び「収益認

識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年 3 月 26 日）を

適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
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①次の表は、顧客に提供したサービスから得た収益の内訳を表しております。 

 （単位：千円） 

委託手数料 1,992,831 

引受け・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の手数料 
0 

募集・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の取扱手数料 
2,288 

その他の受入手数料 932,910 

 2,928,031 

 

 

② 収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約から生じる収益として主に「委託手数料」、「引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数料」、「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手

数料」、「その他の受入手数料」を認識しています。 

「委託手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に基づいて、売買執行

サービス等を履行する義務を負っております。当履行義務は、当社が注文を執行する都

度充足されることから、約定時点で収益を認識しております。 

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」においては、有価証券の

発行会社等との契約に基づき、引受け・売出しに係るサービス等を履行する義務を負っ

ております。当履行義務は、引受契約証券に係る引受けの諸条件が決定し、引受ポジシ

ョンとして市場リスクが計測できる要件が整った時点で充足されることから、条件決定

日等の当該業務の完了時に収益を認識しております。 

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」においては、有価証券

の引受会社等との契約に基づき、募集・売出しに係るサービス等を履行する義務を負っ

ております。当履行義務は、募集等の申し込みが完了した時点で充足されることから、

募集等申込日等の当該業務の完了時に収益を認識しております。 

「その他の受入手数料」には、様々なサービスに係る受入手数料が含まれております

が、主な受入手数料は「上場支援業務」「商品先物関連手数料」となります。 

「上場支援業務」においては、提案、助言、価格算定又は各種書類作成支援等含むア

ドバイザリーサービスを履行する義務を負っております。取引価格は固定報酬だけでな

く契約金、意向表明、上場申請、成功報酬が設定される場合があります。当該手数料に

おいては、それぞれのサービス提供完了時に収益を認識しております。 

「商品先物関連手数料」においては、顧客と締結した取引約款・規定等に基づいて、売

買執行サービス等を履行する義務を負っております。当履行義務は、当社が注文を執行

する都度充足されることから、約定時点で収益を認識しております。 
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附 属 明 細 書 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

 （単位：千円） 

区 分 資産の種類 
期  首 

帳簿価額 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

当 期 

償却額 

期  末 

帳簿価額 

減価償却 

累 計 額 

期  末 

取得原価 

有  形 

固定資産 

建   物 15,051 - - 2,136 12,914 92,798 105,713 

器具・備品 22,159 2,312 - 5,884 18,587 192,176 210,763 

土   地 130,356 - - - 130,356 － 130,356 

建設仮勘定 - 4,537 - - 4,537 - 4,537 

計 167,566 6,850 - 8,020 166,396 284,974 451,371 

無  形 

固定資産 

電話加入権 3,004 - - - 3,004   

ソフトウェア 36,719 4,300 - 13,103 27,916 

ソフトウェア

仮勘定 
1,485 - 1,485 - - 

計 41,208 4,300 1,485 13,103 30,920 

 

 

２．引当金の明細 

（単位：千円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

貸 倒 引 当 金 70,169 121,534 267 191,436 

退 職 給 付 引 当 金 23,126 - 3,284 19,841 

金融商品取引責任準備金 395,161 2,843,921 - 3,239,083 

商 品 取 引 責 任 準 備 金 27,166 - - 27,166 
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３．販売費及び一般管理費の明細 

（単位：千円） 

科      目 金  額 

販 
 

 

売 
 
 

費 

・ 

一 
 
 

般 
 
 

管 
 

 

理 
 
 

費 

取 

引 

関 

係 

費 

支 払 手 数 料 4,989,076 

取 引 所 ・ 協 会 費 214,932 

通 信 ・ 運 送 費 296,904 

旅 費 ・ 交 通 費 23,905 

広 告 宣 伝 費 66,244 

交 際 費 7,700 

小     計 5,598,763 

人 
 

件 
 

費 

役 員 報 酬 51,000 

従 業 員 給 料 1,154,754 

歩 合 外 務 員 報 酬 40,286 

そ の 他 の 報 酬 ・ 給 料 32,556 

退 職 金 444 

福 利 厚 生 費 133,819 

退 職 給 付 費 用 1,212 

小    計 1,414,072 

関
係
費 

不
動
産 

不 動 産 費 88,115 

器 具 ・ 備 品 費 53,644 

小    計 141,759 

事 

務 

費 

事 務 委 託 費 346,334 

事 務 用 品 費 5,932 

小    計 352,266 

減 価 償 却 費 21,123 

租 税 公 課 272,996 

そ の 他 179,605 

合         計 7,980,589 
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※計算書類及び附属明細書の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しておりま

す。 

 


